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第１ 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価 

 

平成 19 年 6 月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正され、

平成 20 年度から、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状

況について、教育委員会自らが点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、議会に提出するとともに、公表することが義務付けられました。また、点検及び

評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものと

するとされました。 

 

【根拠法令】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第 1 項の規定により教育長

に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第 4項の規定により事務局職

員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価

を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しな

ければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有す

る者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

第２ 平成 27年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方

針について 

 

新宿区教育委員会では、平成 27 年第 6 回教育委員会定例会において議決した「平

成 27 年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針」に基

づき、点検及び評価を実施します。 

 

１ 実施目的 

 (1) 教育委員会が、教育に関する事務及び執行状況を点検及び評価し、課題や今後の

改善の方向性を明らかにすることにより、効果的な教育行政の一層の推進を図る。 

  (2) 点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、公表す

ることにより、区民への説明責任を果たし、信頼される教育行政の推進を図る。 

 

２ 点検及び評価の対象 

新宿区教育ビジョンに掲げる全ての個別事業とする。 
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３ 実施方法 

(1) 点検及び評価は、個別事業の前年度の進捗状況を総括するとともに、課題や今後

の方向性を示すものとし、年 1 回実施する。 

(2) 学識経験者の意見を聴取した上で実施する。 

(3) 10 月の教育委員会定例会において点検及び評価の結果をまとめた報告書を決定

し、翌年度の事業実施方針及び予算見積もりに反映する。また、報告書は区議会へ

提出するとともに公表する。 

 

 

第３ 点検及び評価会議の実施 

 

○ 日時 7 月 15 日 9:00～10:40 

○ 本庁舎 3 階 301 会議室 

○ 学識経験者 

・ 児島 邦宏 氏 東京学芸大学名誉教授 

・ 菅野 靜二 氏 早稲田大学大学院教職研究科非常勤講師 

・ 勝野 正章 氏 東京大学大学院教育学研究科教授 

○ 内容 

平成 26 年度個別事業実績説明及び意見聴取 

 

 

第４ 平成 26年度新宿区教育委員会の活動について 

 

新宿区教育委員会の会議は原則として毎月第一金曜日に定例会を開催し、必要に応じ

臨時会を開催しています。平成 26 年度は、定例会 12 回、臨時会 10 回を開催し、議案  

61 件、報告 42 件について審議等を行いました。 

 

＜主な審議等＞ 

平成 27 年度から使用する区立小学校教科用図書について、7 月から 3 回にわたり、

新宿区の学校、児童の実情に十分配慮し、公平・公正に討議・検討を行いました。採択

の候補になる教科用図書について、最終的に 6 人の委員がそれぞれの意見を述べ、全委

員の意見の一致により、8 月の定例会で新宿区の児童にとって適切な教科用図書を採択

しました。 

 また、平成 26 年 6 月には、教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地

方教育行政における責任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、区長と教育委員会との

連携強化を図るため、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正法が公
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布されました。改正後の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」では、区長と教

育委員会とが教育政策について話し合う「総合教育会議」の設置や、教育に関する「大

綱」の策定、教育委員長と教育長を一本化した新「教育長」を置くことなどが定められ

たことから、平成 26 年度中の教育委員会ではこの法改正に対応するための必要な例規

改正を行うとともに、法改正の趣旨に即した新制度の運用に向けて、活発な意見交換を

行いました。 

 区立幼稚園のあり方については、平成 25 年度に区で実施した「新宿区次世代育成支

援に関する調査」の結果により明らかになった幼稚園利用のニーズと保護者懇談会の要

望・意見等を踏まえて再検討を進めました。平成 27 年 3 月には「区立幼稚園のあり方

の見直し方針（素案）」としてとりまとめ、パブリック・コメントを行うとともに地域

説明会を実施し、丁寧に説明した上で保護者や地域の方々と合意形成を図っていくこと

としました。この「区立幼稚園のあり方の見直し方針（素案）」では、平成 28 年度から

の区立幼稚園運営として、3 歳児学級の新設と定員の拡大、預かり保育の実施などを示

しました。 

 

＜主な取り組み＞ 

 少人数指導や習熟度別指導等、子どもの実態に応じたきめ細かな指導を充実させるた

めに学習指導支援員を全校に配置するとともに、教員の授業力向上のために学校支援ア

ドバイザー（退職校長）を学校へ派遣したり、教員向け各種研修を充実させたりするな

ど、子ども一人ひとりの学力や学習状況、心や体の状況等を的確に捉えた、より質の高

い学校教育の実現に向け、引き続き取り組みました。 

 平成 26 年 4 月からは、同年 3 月に策定した「新宿区いじめ防止等のための基本方針」

に基づき、いじめや不登校、その他問題行動に対する学校の対応を総合的に支援する「学

校問題支援室」と、子どもの自殺など重大事態の発生原因がいじめと疑われる場合に迅

速に調査・対応を行うための「学校問題等調査委員会」を設置し、いじめ防止等の対策

の推進体制を整備しました。 

 また、東京都が平成 28 年から実施を予定している「特別支援教室構想」に先駆けて、

新宿区での特別支援教室設置に向けた支援体制等を検討するとともに、平成 27 年度か

ら鶴巻小学校と四谷第六小学校で行うモデル実施に向けた施設整備を行うなど、子ども

がいきいきと学ぶための教育環境の充実を図りました。 

 さらには、愛日小学校について、既存擁壁を撤去して校舎の壁面を擁壁の代わりとし、

近隣への安全性を確保するため、平成 26 年 8 月 1 日付けで仮校舎への移転を行い、旧

校舎の解体の工事と新校舎の建設に向けた準備を進めました。 

 このほか、耐震性に課題のあった旧中央図書館跡地に平成 28 年開設予定の地域図書

館を整備するため、施設の設計と旧施設の解体工事等を行いました。 
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＜教育委員会の会議以外での教育委員の活動＞ 

教育委員は、定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等の説明を受けるとともに、授

業の様子や施設の状況等を視察し、学校の実態把握に努めています。また、教育委員会

が指定した学校が 1～2 年間かけて研究した成果を発表する研究発表会に出席したほか、

新宿区立中学校生徒会役員交流会で生徒会役員の生の声を聞いたり、保護者代表者懇談

会でＰＴＡ役員の方々と意見交換を行いました。 

今後も、学校訪問などの機会を通じて、教員や保護者などとの意見交換の場を持ち、

現場の実態を踏まえ、教育の諸課題に的確かつ迅速に対応していきます。 

学校訪問実施校数：21 校・園 

研究発表校数：7 校・園 

 新宿区立中学校生徒会役員交流会：平成 26 年 12 月 25 日 

 保護者代表者懇談会：平成 27 年 1 月 16 日 

 教育委員と区長との懇談会：平成 27 年 2 月 18 日 

  テーマ：「教育委員会と区長部局との連携について～法改正を踏まえて～」 
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第５ 新宿区教育ビジョンの概要 ～3つの柱と 14の課題～ 

 

 

 

 

 

変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・

体のバランスのとれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習

の状況、心や体の状況など様々な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ば

す、より質の高い学校教育を実現します。 

 

課題１ 確かな学力の向上  

○  義務教育で身につけるべき基礎学力を保証するために、特に、基礎的・基本的な学力

が十分身についていない子どものための対策を講じ、すべての子どもが確実に基礎学力

を身につける指導を徹底します。 

○  変化の激しい時代に求められる思考力・判断力・表現力等を養うため、活用型・探究型

の学習指導を実践します。また、異なる文化との共存や国際協力の必要性があることや、

環境問題やエネルギー問題といった地球規模での課題解決のための科学技術系の人材

育成が求められていることから、外国語教育と理数教育を充実します。 

○  学習意欲を高めるため、主体的に学ぶ機会を充実します。また、家庭における学習習慣

の定着にむけた取り組みを進めます。 

 

課題２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○  豊かな人間性や社会性をはぐくみ、子ども一人ひとりに自信をもたせ、自分自身を肯定

的に受け止め、良い面を見い出すことができる感情を養います。 

思いやりの心を育て、互いの命の大切さについても考えさせるとともに、子どもたちが社

会における自己の役割について考え、社会の一員であることの認識を深めます。 

また、伝統文化理解と郷土新宿に愛着をもち地域の発展に寄与したいと思う気持ちを育

成します。 

○  スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取り組みを進めるとともに、学校・家

庭・地域が連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣など健

康的な生活習慣の形成を促します。 

 

 

 

課題３ 言語・体験活動の充実  

○  調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深

     子ども一人ひとりの「生きる力」をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

柱１ 
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め、思考・判断など知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高

めます。 

○  教育活動全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ど

も一人ひとりの実践的な態度・能力を育成します。 

○  子どもの日々の生活のなかに読書の時間を確実に取り入れることができるようにするなど、

読書に親しむ環境を整えます。 

 

課題４ 就学前教育の充実  

○  就学前の子どもに対する保育・幼児教育の機会を充実するとともに、施設の選択の幅を

広げ、保護者が公私立の「幼稚園」・「保育園」・「子ども園」を個々のニーズに応じて選択で

きる社会の実現を図ります。 

○  区立幼稚園・保育園・子ども園が交流や研修等を継続的に進め、それぞれのよさと特性

を学び合い、互いの保育内容の一層の充実を図ります。また、交流や研修等については、

就学前の子どもの育ちをともに担う、私立の幼稚園や保育園にも働きかけていきます。 

○  区内の子育て支援を担う施設と十分に連携しながら、幼稚園における子育て支援機能を

充実します。 

 

課題５ 連携教育の推進  

○  幼児教育・保育と小学校教育との滑らかな接続のため、小学校と幼稚園・保育園・子ども

園との連携を十分に図り、相互の教育と連続性についての共通理解を進めます。 

○  中学校において、生徒がスムーズに中学校生活をスタートすることができるよう、小学校

段階の教育内容を再度取り上げて繰り返し指導するといった工夫や、小・中学校の教員が

授業を見合う、共同して授業をする等、相互交流の一層の促進を図ります。 

    また、各教科の連携プログラムを活用し、効果的・効率的な学習内容の接続を図り、確

かな学力の向上につなげます。また、小学校において、教科担任制の検討を進めます。 
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子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地

域に根ざした教育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の

多様な要請にこたえていくために、家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実

現します。 

 

課題６ 地域との連携による教育の推進  

○ 地域の住民や保護者等が学校運営や学校評価に参画するしくみを構築します。 

また、地域に開かれ信頼される学校を実現するため、保護者や地域の住民の意見や要望

を的確に反映させ、それぞれの地域の創意工夫を活かした学校づくりを目指します。 

○ 地域に根ざした学校づくりを進めるため、学校と地域をつなぐスクール・コーディネーター

などの一層の活用を図るとともに、地域が学校を支援する組織づくりを支援します。 

また、新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、学習教材として、地域の歴史、

芸術、文化等の資源をより積極的に活用します。 

 

課題７ 家庭の教育力の向上と活動支援  

○ 保護者が、家庭教育における自らの役割や重要性を自覚し、自信をもって子どもを育て、

必要なしつけができるような学習の機会や場を充実します。 

  また、保護者の学校行事や地域活動への参加のきっかけづくりや、家庭教育等の講座終

了後も自主的な活動や保護者どうしのつながりが継続するしくみづくりなど、多様な形態によ

る家庭の教育力の向上を支援していきます。 

○ 保護者が保護者会へのかかわりや、ＰＴＡ活動への参画意識を高めるための支援体制を

充実させます。 

また、地域文化部や子ども家庭部等と連携し、ＰＴＡ活動と地域の様々な活動団体との協

力関係を築いていきます。 

 

課題８ 地域の知の拠点としての図書館の充実  

○ ライフステージに合わせた読書活動を推進し、図書資料の提供だけではない地域の人々

との学びあいや地域社会における様々な情報と人の交流を通じて「情報と出会う」広がりをも

ったサービスを提供していきます。また、区内全域に向けての情報発信機能を強化し、地域

や大学などとの連携や協働をより一層推進するなど、中央図書館の機能を見直し、図書館

サービスを再構築します。 

地域図書館を身近な「地域の知の拠点」として位置づけ、区民の読書活動を支援し、ビジ

ネス情報、医療・健康情報など区民の知りたい要望にこたえ、生活に役立つ情報支援を行う

など、地域文化の発展に寄与していきます。 

○ 図書館が事業主体となって、家庭や地域、学校と連携して発達段階に応じた読書活動を

推進することにより、子どもが読書を通じて生涯にわたり学習し、自己実現を図るきっかけづ

      新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

柱２ 
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くりを行います。 

 

課題９ 子どもの安全の確保  

○ 子どもを巻き込んだ事件・事故から、子どもの安全を守るため、安全教育や危機回避能力

の育成、危機管理意識の啓発活動を絶え間なく行っていく必要があります。併せて、保護者

や地域の方を巻き込んで、通学路や日頃の生活の場でも子どもの安全を守る意識の向上を

図ります。 

また、メディアなどからの様々な有害情報やネット利用の危険性から子どもを守るために

は、学校での情報モラル教育を通して子どもに正しい対応の方法を身につけさせるとともに、

家庭の協力を得て家庭等での利用に関するルールづくりなどを進めていきます。さらに、事

件・事故や自然災害から子どもの安全を確保するため、すべての小・中学校において教育

指導と施設管理面における学校安全を実現していきます。 

 

 

 

 

 

子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力

を備えた教師が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校

を実現します。 

 

課題 10 学校の適正規模の確保と適正配置  

○ 子どもたちのよりよい教育環境の実現に向け、適正な規模の学校を適正に配置するととも

に、老朽化した学校施設の整備を計画的に進めていきます。 

○ 今後、統合において新校舎を建設する場合、高機能かつ多機能で変化に対応しうる弾力

的な施設環境と健康的で豊かな教育環境を確保し、地域の生涯学習やまちづくりの核として

の施設整備を行います。また、自然環境に配慮するとともに、省資源、省エネルギーを考慮

した施設を建設します。 

 

課題 11 学校の経営力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営を行っていくため、

校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募制など人事権の拡充に向けた取り組みを進め

ます。 

また、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた組織マネジ

メント能力の向上を図る研修を充実します。 

○ 学校の情報化による事務の効率化を図るとともに、適切な事務分掌と分担を徹底するなど、

学校の事務体制の見直しを行います。 

○ 子どもや保護者が自らの判断と責任で子どもに適した学校を主体的に選択できるよう、学

校の情報の提供に努めるとともに、アンケート等による検証を行い、学校選択制度の適切な

     時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

柱３ 
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運営を図ります。 

 

課題 12 教員の授業力の向上  

○ 教職員それぞれの経験と職層に応じた研修を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上

を図ります。また、校・園内研究や研究発表などを通して教員の自主的な研修意欲の高揚を

評価・奨励し、教員が自ら学ぶ意欲をもつ風土の醸成を図ります。 

○ 学校の情報化を進め、「わかる授業」を実践するとともに、教員どうしが情報を共有し、相

互に教材を開発・活用できる環境づくりを進めます。 

これにより、児童・生徒の学習意欲の向上や学習理解を深めるとともに、教員間の効率的

な学び合いなど、教育の内容・方法・手段等の改善につなげていきます。 

 

課題 13 支援を要する子どもに応じた教育の推進  

○ いじめ、不登校にかかわり、各学校、教育センターにおける取り組みを充実させ、ひきこも

り・不登校児童・生徒の出現ゼロを目指します。 

また、教育センターの教育相談体制を整備するとともに、教育相談室やつくし教室と学校

の連携を進めます。家庭に課題のある場合については、地域の様々な機関や民生委員、児

童委員等とのネットワークを広げ、家族ぐるみの支援を行っていきます。 

○ 障害のある子どもたちにとっては、幼児期からの支援が大切であることから、保育園、子ど

も総合センターなどとの連携を図り、幼児の保護者への働きかけや幼稚園と小学校の保護

者の連携を進め、早期からの支援に努め、就学前から卒業まで一貫した適切な指導や支援

を行うことのできる体制を整備します。 

○ 日本語がわからない状態で日本の学校に転入してくる幼児・児童・生徒に日本の学校生

活に慣れ、日本での生活が円滑に行われるように日本語の初期指導を行うとともに、必要な

教科学習の支援を行います。 

 

課題 14 学校施設の整備  

○ 教育環境の整備として、安心して学べる学校施設を目指し、施設の保全を図るとともに時

代に即した改修を進めていきます。 

また、環境に配慮した学校施設のあり方について、CO₂削減等の環境に配慮した設備の

導入や屋上緑化・壁面緑化等の実施など、様々な可能性を検討しながら推進していきます。 
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第６ 新宿区教育ビジョンに掲げる 

個別事業の点検及び評価 

 

 

 

（１）点検・評価シート 

 

点検・評価シートの見方 

事業目的・事業概要 各事業の目的や主な内容について記載しています。 

※
年
次
別
計
画
の
記
載
の
あ
る 

  

事
業
の
み 

平成 23年度末の状況 各事業の平成 23年度末における状況を記載しています。 

平成 27年度末の目標 

（平成 26年度当初時点） 

各事業の平成 26 年度当初時点における平成 27 年度末の

目標を記載しています。 

平成 26年度当初の計画 各事業の平成 26年度当初の計画を記載しています。 

 

平
成
２
６
年
度
進
捗
状
況 

(Ａ) 
取り組み状況、成

果（数値） 

各事業の平成 26年度の取り組みの状況や、実績値等を記

載しています。 

(Ｂ) 
取り組み状況の

評価、課題 

(A)欄に対する評価や、平成 27 年度末の目標達成に向け

た課題等について記載しています。 

改善内容、今後の取り組み方針 
(B)欄における評価結果や課題等を踏まえ、改善内容や今

後の取り組み方針を記載しています。 
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（２）学識経験者の指摘・意見及び教育委員会の対応・判断 

 

＜主な評価対象事業について＞ 

 

① 子ども一人ひとりの学びの保証、学習意欲の向上・学習習慣の確立（基本施策１、３） 

１ 学校サポート体制の充実 （教育指導課）…P.11 

 ２ 放課後等学習支援 （教育支援課）…P.11 

 ３ 効果的に ICTを活用した授業の推進 （教育支援課）…P.11 

 ７ 自学自習の支援 （教育支援課）…P.13 

 ８ 家庭学習のすすめ （教育支援課）…P.13 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 授業づくりについて教員同士が学びあうこと

はあったが、環境づくりについて学びあうこと

はあまりなかった。26 年度に、学力向上のため

の重点プランを見直し、ユニバーサルデザイン

の観点で授業づくりだけではなく、環境づくり

についても組み入れたことは評価できる。これ

をぜひ継続して進めてほしい。 

 

・ 一方で、学力向上のための重点プランは、学

校評価と無関係に進めるのではなく、第三者評

価ともう少しリンクさせていく必要があると考

える。検証を内部だけで完結させるのではなく、

外部からも行い、もう少し踏み込んだ検証をし

たほうがよいのではないか。 

 

・ 放課後等学習支援の事業目的が学習意欲・学

習習慣に課題がある児童・生徒への支援という

当初の目的に加え、26 年度より家庭での自学自

習の支援も実施目的として行っているが、26 年

度の延べ参加者数が前年度より減少している点

をどう捉えているか。この分析を進めることで、

施策の定着度を図ることに役立つと考える。 

  また、放課後等学習支援が自学自習へと広が

りをもって展開されていることを踏まえ、この

２事業を総合的に捉え、検証できるよう工夫が

必要である。 

 

・ 学力向上のための重点プランについては、各

学校で教員が検討しながら毎年度、作成してい

ます。ユニバーサルデザインの観点を取り入れ

授業づくりと環境づくりの視点で作成した重点

プランを継続しながら、今後、児童・生徒の学

力の実態を的確にとらえ、実効性のある具体的

な重点プランになるように、各学校に指導・助

言をしていきます。 

・ 学力向上のための重点プランを今後、第三者

評価及び学校訪問のときの学校の提出資料の一

つとし、各学校の重点プランの実現状況を授業

観察やヒアリングを通して評価し、助言を行う

ようにしていきます。 

 

 

・ 基本的には基礎学力に課題のある児童・生徒

に対する支援であるため、課題がある児童・生

徒の絶対数が減少したとも言えます。他方、自

学自習を支援する視点を踏まえると、児童・生

徒に対し、よりきめ細かな指導をしていくこと

が必要です。 

  一人ひとりの学力の向上につなげるために、

今後も子どもの状況を把握し分析を進め、事業

を総合的に捉えながら施策を推進していきま

す。 
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・ ２事業を総合的に展開していく上では、学習

相談の体制をどこかに組みこんだ方がよい。生

活についての相談指導はすでによく実施されて

いるが、学習についての相談体制は十分ではな

い。学校での教職員等の指導・支援と放課後等

学習支援等をもっとリンクさせ、学習に困って

いる子どもの相談に乗ったり、アドバイスした

りする体制についての検討をしてほしい。 

 

・ 授業で日常的に ICT を活用する教員の割合が

ここまで高いことはめずらしく、また効果的で

あるとの評判も聞く。 

  これからは ICT を単に板書の効率化に使うと

いうだけでなく、上手に活用する技術の習得が

重要である。新宿区の ICT の特徴やこれまでの

成果を踏まえながら、新しい学習指導要領の検

討でも話に出ているアクティブ・ラーニングに

も発展させていけるよう、タブレット端末の活

用も含め、次期教育ビジョン（個別事業）の中

では、さらに一歩進んだ ICT の活用を展開して

いってほしい。 

 

・ 26年度に、リーフレット「家庭学習のすすめ」

を保護者向けに作成しているが、配布のみでは

保護者に趣旨や内容が十分に伝わらないのでは

ないか。なぜ早寝早起きが必要なのか、育ち盛

りの子どもにとってどういう食事が大事なのか

など保護者に理解を促すため、例えば、校長が

保護者会や入学前の説明会等で話す資料として

活用することが大切である。活用面でもっと工

夫をお願いしたい。 

 

 

 

 

・ 家庭学習のすすめにより、家庭が子どもをサ

ポートすることが大事ということは伝わるが、

同時にその家庭をサポートしていく施策も考え

ていく必要がある。教育委員会単独で責任を負

う課題ではないが、例えば困っている保護者や

・ 今後も学校と放課後等学習支援員等との連携

をより一層深め、放課後等学習支援内での指

導・助言・相談等への支援体制の充実を図って

いくとともに、学校内で日常的に子どもが学習

について相談しやすい環境づくりに努めていき

ます。 

 

 

 

・ 現在の教育用ネットワークは、28 年１月に稼

働から 5 年が経過するため、他区の状況等を参

考にしながら、より使いやすく教育効果の高い

教育用ネットワーク及びＩＣＴ機器を目指して

更新を行っていきます。併せてより効果的な学

習指導・教育活動を行うためのタブレット端末

の導入等についても検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

・ リーフレット「家庭学習のすすめ」をより活

用するため、入学式や保護者会等で学校長や担

任教諭等から、規則正しい生活習慣の下に行う

家庭学習が学力の向上に資することを、保護者

へ説明する際の資料として積極的に活用するよ

う、学校に働きかけていきます。 

  併せて、学級（学年）だよりや保健だより等

で、生活習慣や家庭学習の話題を掲載する際の

参考資料として紹介したり、入学時に国や都の

「早寝・早起き・朝ごはん」国民運動リーフレ

ットと一緒に配布したりするなど、活用面での

工夫を図っていきます。 

 

・ リーフレットの内容やレイアウト等を検討・

工夫し、裏面に「子どもの学習について困った

ときは？」などの項目を設けて、学校や教育セ

ンター、子ども総合センターなど、関係する相

談先を掲載できるようにします。 
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家庭に対する相談体制の整備などが考えられ

る。就学前と同様に、学齢期の児童・生徒の保

護者に対しても丁寧に相談に応じていく体制が

重要である。リーフレット「家庭学習のすすめ」

には、学習に困ったときの支援の実施とその相

談先についての記載までした方がよい。 

 

 

 

② 豊かな人間性と社会性をはぐくむ教育の充実（基本施策４） 

 ９ 人権教育の推進（教育指導課）…P.13 

１０ 道徳教育の推進 （教育指導課）…P.13 

１１ 「法教育」等の推進 （教育指導課）…P.15 

１２ キャリアの推進 （教育支援課）…P.15 

１３ 交流活動・国際理解及び伝統文化理解教育の充実 （教育支援課）…P.15 

１４ 児童会・生徒会活動の充実 （教育支援課）…P.15 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 「人権教育の推進」「道徳教育の充実」に関連

した話で、いのちと心の施策について深く取り

組んでいく必要があると思っている。小・中学

生の 3 割くらいは「一度死んでも生きかえる」

と思っている。子どもたちがそう思ってしまう

原因は小学校低学年から直接いのちに触れられ

る機会がないからであり、いのちがなくなると

冷たくなって生きかえらないことを感覚として

身に付けさせる必要がある。今後何らかの施策

を検討されたい。 

 

 

・ 「特別な教科 道徳」については、教育課題研

究校で今後課題を研究していくとのことだが、

評価等の点で教員にも不安や悩みがあると思う

ので、いい研究を期待したい。 

 

 

 

 

・ 教育の行く着く先は、「新宿区民を育てる」こ

と、将来どこに住もうと新宿のためにそれぞれ

・ 生命を尊重する態度は、各教科、道徳、総合

的な学習の時間、特別活動など、学校の教育活

動全体を通して育成されるものです。また、幼

稚園から中学校まで、発達段階に応じた系統的

な学習により高まっていくものです。教育委員

会では、人権尊重教育の年間計画の確認・点検

を行うとともに、「いのちの教育学習指導の手

引」の活用や、人権尊重教育推進委員会が作成

するリーフレット、各種研修会等を通して、各

学校の生命尊重に関する指導の充実を図ってい

きます。 

 

・ 「特別な教科 道徳」については、教育課題

研究校で実践的な研究を行い、評価についても

研究を進めていきます。平成 27年度末に配布予

定の国の専門会議による指導資料等も参考にし

ながら、実践的な評価等の在り方の研究を行っ

ていきます。 

 

 

・ 郷土新宿への親しみや誇りを感じるとともに、

新宿区の特性を踏まえた多文化共生の理念をは
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学んだ力を注ぎ込んでくれる子どもを育てるこ

とにあるのではないか。ある市では、毎年全小・

中学校の児童・生徒が一堂に会し、その市にま

つわる歴史、文化、産業についての発表を代わ

る代わる行っている。例えば、夏目漱石の事業

もそうだが、伝統文化理解教育、児童会・生徒

会活動、キャリア教育等、芽が出るようなさま

ざまな事業を結び付けながら、学校ごとにバラ

バラに行うのではなく学校間を結びながら、区

全体での区民教育に発展させていってほしい。 

 

・ 教育ビジョンの課題２では「豊かな人間性や

社会性をはぐくみ、子ども一人ひとりに自信を

もたせ、自分自身を肯定的に受け止め、良い面

を見い出すことができる感情を養います。」とし

ている。なかなか数値化が難しい部分ではある

が、これまでの施策を通して新宿の子どもたち

が実際にこの課題のねらいのように変わってき

ているのか検証されたい。人権教育や道徳教育、

法教育等と細切れでそのことを消化するのでは

なく、そうした施策によって課題２の実現に近

づいているのだということを見たい。その検証

を踏まえてぜひ次の施策につなげていってほし

い。 

ぐくむため、これまでもさまざまな取組みを推

進してきましたが、今後はより一層、伝統文化

理解教育や国際理解教育、キャリア教育等を通

じて、学校間を結び付けながら、子どもたちが

郷土新宿、自国の文化に親しみと誇りを持てる

ような機会の充実に努めていきます。 

 

 

 

 

 

・ 全国学力・学習状況調査の意識調査の中に、

児童・生徒の社会性や自己肯定感などに関する

調査項目があります。それらの調査結果等を児

童・生徒の内面や実践的な態度を把握するため

の一つの手段として活用することを検討してい

きます。 
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③ 就学前教育の充実、時代の変化に応じた教育環境づくり（課題４、基本施策１９） 

２６ 私立幼稚園保護者の負担軽減 （学校運営課）…P.19 

２７ 就学前教育合同研修等の充実 （教育指導課）…P.21 

２８ 幼稚園子育て支援事業の実施 （学校運営課）…P.21 

５４ 区立幼稚園のあり方の見直し （学校運営課）…P.33 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 区立幼稚園のあり方の見直しについて、パブ

リック・コメント、地域説明会の開催など、丁

寧に進められてきており、その部分について非

常に評価できる。 

 

 

・ 平成 27年 3月にとりまとめた素案については、

パブリック・コメントの期間を設けて 50件の意

見をいただいたほか、各区立幼稚園や地域セン

ターにおいて説明会を計 19回開催し、意見をい

ただきました。 

  皆さまからいただいたご意見等を踏まえ、10

月に「区立幼稚園のあり方の見直し方針」を決

定しました。 

  平成 28年度からは、3歳児学級の新設、定員

増や預かり保育の実施など、本方針に基づく区

立幼稚園の運営を行っていきます。 
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＜その他の事業について＞ 

 

学識経験者の指摘・意見 教育委員会の対応・判断 

・ 校園長研修会と副校園長研修会の計画にあた

っては、管理職の課題意識を把握した上で、喫

緊の学校経営に直面する課題を設定し、実施し

たとある。教育委員会と校園長会とが車の両輪

になり現場の課題を把握しながら教育行政を進

めるということが大事なので、これを今後も継

続して行っていってほしい。 

 

・人事異動等で他区市等から校長が転入してきた

際に、その校長が新宿区の特性等を理解するの

にあたって重要なのが学校支援アドバイザーの

役割である。その学校の課題、あげてきた成果、

地域での協力者、新宿の特性として進めようと

していることなどを情報として伝えたり、相談

にのれるような役割を学校支援アドバイザーが

担えるようになるとよい。 

・ 校園長会等とも十分協議しながら、区の教育

課題の解決を図るための研修会を、引き続き実

施していきます。また、研修後にアンケートを

行い、研修の評価及び感想などを把握すること

で、より充実した研修となるよう努めていきま

す。 

 

 

・ 昇任・転入校長・副校長については、前年度

の３月に教育長・指導課長との面談を実施し、

区や学校の特色などのガイダンスを行っていま

す。また、学校支援アドバイザーは、新宿区の

実態を十分に理解している退職校長が務めてお

り、転入校長に限らず、適宜、転入してきた副

校長や教員へのアドバイスを行ったり、相談に

のったりしています。今後も、転入副校長や教

員への研修会を年度初めに実施し、新宿区の教

育へ円滑な適応を図れるよう配慮していきま

す。 
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＜総括的な意見＞ 

 

  ●児島 邦宏 氏 

新宿区で特徴的なのは、家庭、学校、行政、地域住民、子どもの五者連携である。事業間の連携

も重要だが、子どもを含めた五者がしっかりと連携を図っていくことが次の一歩につながっていく。 

そしてその行き着く先は、「新宿区民を育てる」ことであり、将来どこに住もうが、新宿のため

に力を注ぎこんでくれるような子どもを育てることである。夏目漱石の事業など、芽が出るような

いろいろな事業を推進し、各学校がバラバラで行うのでなく学校間を結びながら、そうした子ども

を育てる次の一歩が出るとよい。 

どういう子どもを育てたいのかということをしっかりと念頭におきながら、個々の事業がいる、

いらないではなく、全体的な方向性をもう一度しっかり確かめながら取り組まれたい。 

 

  ●菅野 靜二 氏 

新宿区教育ビジョンは 3 つの柱と 14 の課題があり、とてもよく整備されたものであるが、個々

の個別事業が本当に課題達成に結びつく事業になっているのかどうかについての検証が必要であ

る。検証にあたっては、事業を別々にではなく、結びつけた上での検証をお願いしたい。 

また、次の教育ビジョンにつなげるために、個々の事業をどのように充実させるか、どのように

予算をつけるかということよりも、その事業が課題の達成にどう結びついているのかの視点を大切

にして、今後の具体的な事業を策定していってもらいたい。 

 

  ●勝野 正章 氏 

新宿区の教育は、人的にも財政的にも手厚い教育条件を整えている。一方、最終的にどこに収斂

していくのかの一本の柱が少し見えにくい。ただし、それぞれの課題や具体的施策を見ていくと、

外国にルーツがある子どもに対する支援、特別な支援を要する子どもへの支援、経済的な格差や家

庭的な問題など、さまざまな困難な状況や支援を要する状況にある子どもたちや家庭に対して、ど

の子もどの家庭も排除しない教育であるユニバーサルデザインの考え方に収斂していくのではな

いか。ユニバーサルデザインを新宿区教育ビジョンの全体の柱としてたてていくことが必要だと考

える。これからの研究に期待したい。 
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